別紙様式第二十四　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法規：外国為替の取引等の報告に関する省令

　　　主務官庁： eq \o\ad(財務省,　　　　　)
 eq \o\ad(資本取引の媒介等に関する報告書,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
（法第55条の3第1項第10号及び第11号に係るもの）

 eq \o\ad(財務大臣殿,　　　　　　　)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告年月日：　　　　　　　　　　
(日本銀行経由)　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(報告者,　　　　　)：

名称及び

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　
報告者の区分（該当分に○）

　1．銀行　　2．その他　　　　

 eq \o\ad(所在地,　　　　　　　　)　　　　　　　　　　　　
責任者記名押印

又は署名　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者の氏名（電話番号）　　　　　　　　
取引の実行年月日　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日　から　　　　　日

(契約締結日ベース)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：億円）

	金融指標等先物契約

の種類
	居住者と居住者との間の媒介・取次・代理
	居住者と非居住者との間の媒介・取次・代理

	
	通貨に関する金融指標に係る取引
	有価証券に関する金融指標に係る取引
	その他
	通貨に関する金融指標に係る取引
	有価証券に関する金融指標に係る取引
	その他

	取引所金融商品市場において取引されるもの
	
	
	
	
	
	

	外国金融商品市場において取引されるもの
	
	
	
	
	
	

	上記以外の取引
	
	
	
	
	
	


（記入要領）1　西暦により記入すること。

2　「責任者記名押印又は署名」欄には、報告の提出について授権された者が記名押印又は署名すること。

3　「取引金額」欄には、想定元本を記入すること。


１. 本様式の利用について
銀行等または金融商品取引業者が、外為法第55条の3第1項第10号又は第11号に係る資本取引の媒介等の報告を一括して行う場合は、本様式により報告することができます。
２. 報告の時期
資本取引の媒介等を行った日の属する月の翌月20日まで。
３. 提出書類および提出部数

「資本取引の媒介等に関する報告書（法第55条の3第1項第10号及び第11号に係るもの）」（別紙様式第二十四）・・・1通

４．報告書の提出先と照会先
（１）提出先

東京都中央区日本橋本石町2-1-1　日本銀行国際局外為法手続担当　50番窓口

（郵送の場合の宛先：〒103-8660　郵便事業株式会社　日本橋支店私書箱30号　日本銀行国際局外為法手続担当）

（２）本報告書に関する照会先

・フリーダイヤル　0120-79-6656

・ダイヤルイン　　03-3277-2107






























































（日本工業規格A4）





（日本銀行外為法手続きオンラインシステムで本報告書を送信する場合の留意点）





　「送信設定」画面の「対象時期」欄には、「取引の実行年月日」に該当する年月を「○○○○年○月」のかたちで入力して下さい。





資本取引の媒介等に関する報告書（一括報告）の提出要領









